
動の啓発を図る拠点とするとともに、市民に自主的な資源化活動の場
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 を提供することにより、リユースやリサイクルの技術習得を通して、市民交流、社会参加を進め、以って資
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と 源循環型社会の構築、市民と市の協働のまちづくりの推進、福祉の向上を図る。　
ふれあい工房（以下、「工房」という。）で使用される材料等は、クリーンセンターから搬入される再使用 施設の作業環境の維持管理
可能な家具等である。家具等の中で修理などをすれば再生利用可能な物は、修理を行い工房主催のリサイク 健康障害を生ずるおそれのある作業環境を快適な状態で維持管理すのため、施設の整備をする。
ル家具バザー等で販売し売上金はクギやボンドなどの消耗品を購入する財源になる。工房には、来館した市 当該年度 事業計画
民の技術指導や相談などに対応するため、知識や技術を持った技術アドバイザーが常館し相談を受けながら 執行計画 ○　技術アドバイザーの技術指導○　技術アドバイザーの技術指導

(3)事業内容 内　　容 工房にある木材等を利用し，市民みずからが椅子などを作り再資源化活動を手助けする。 ○　フリーマーケット（６月、１１月）　
○　夏休み体験フェスタ （７月）　　　　　　
家具等の再生利用量 想定値 4,100当該年度

単位 kg
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 一般家庭から排出された家具等をふれあい工房に搬入し、必要に応じ修理・解体・再生を行うことにより、家具等の再生利用が 直接 家具等の再生利用量 Ｋｇ 5,265 5,500
図られ、かつ、可燃ごみの減量と再生利用による市民の意識の向上を図ることができる。

   ３年後 同上 直接 同上 Ｋｇ 0 5,600

   最終(概ね５年後) 同上 直接 同上 Ｋｇ 0 6,000

粗大ごみはである元来耐久消費財であった家具等が、近年大量生産による安価な、もはや耐久消費財とは言えない商品が多く、
(7)事業実施上の課題と対応 なり再利用や再生利用が難しくなっている。このため、バザーに出品する商品が少ないことや木工の材料となる部材をごみ以外 代替案検討 ○有 ●無

から調達しなければならないこともあり、ふれあい工房本来の趣旨から逸脱した事業をせざるを得ない状況である。事業の見直

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,206 運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,166 運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,166 運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,166
役務費 260 役務費 260 役務費 260 役務費 260
需用費 673 需用費 716 需用費 716 需用費 716
委託料（清掃、警備、施設保守点検） 363 委託料（清掃、警備、施設保守点検） 372 委託料（清掃、警備、施設保守点検） 372 委託料（清掃、警備、施設保守点検） 372
使用料及び賃借料 67 使用料及び賃借料 48 使用料及び賃借料 48 使用料及び賃借料 48
嘱託職員報酬 900 嘱託職員報酬 900 嘱託職員報酬 900 嘱託職員報酬 900

＊ ふれあい工房折板屋根ケラバ修繕 551
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 7,469 合　　計 8,013 合　　計 7,462 合　　計 7,462
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,229 8,013 7,462 7,462

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 240 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,730 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 900 900 900 900
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 10,199 10,683 10,132 10,132
(11)単位費用

2.49千円／kg 2.61千円／kg
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市では、資源循環型社会を目指すため、市民に自主的なリサイクル活動の場を提供することにより、地域住民及び高齢 ○①事前確認での想定どおり
者の地域社会、社会参加の機会の拡大を図るとともに、あたたかみのある地域福祉を創造していくうえで必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・市のごみの減量とリサイクルに係る施策を展開していくうえで、有効である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 技術アドバイザーを移植した市民により構成される我孫子市 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ふれあい工房運営協議会が、事業の実施、管理、運営を担っ ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 大きな開口部を利用し、なるべく空調設備に頼らないように ○①想定どおり
□②生き物と共存している している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(Ｋｇ) 目標値(b)(Ｋｇ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(Ｋｇ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5,265 5,500 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,683 △484
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△4.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 51.48

Ｋｇ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 301 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 ふれあい工房の運営管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成１１年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,683 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 ごみの減量やリユース、リサイクル活



木・街路樹・学校など公共施設や一般家庭・事業所から出される剪定枝木等をチップ化し、福島第
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 一原発事故による影響で利活用が図れなくなったチップを一時保管するとともに、放射性物質濃度に配慮し
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 つつ焼却してもなお保管しきれないチップを最終処分するものです。
・公園の樹木・街路樹・学校など公共施設や一般家庭・事業所から出される剪定枝木等をチップ化し、福島 　福島第一原発事故により、農家や家庭菜園で利活用できなくなったため、分別回収している刈草等を剪定
第一原発事故による影響で利活用が図れなくなったチップを保管する。 枝木とともにチップ化し、ストックヤードに一時保管する。
・自走式破砕機を大きなものに交換し、分別回収した草や落葉を破砕しチップ化し、保管する。 当該年度 　現在保管しているチップが満杯になることから放射能濃度の低いチップについては、焼却処理していく。
・枝木チップを農地などで利活用出来なくなったため、チップストックヤードが満杯になったことから最終 執行計画 ・枝木チップをストックしきれなくなったことから最終処分の委託をし、チップヤードの延命化を図る。

(3)事業内容 内　　容 処分を委託する。
・福島第一原発事故によりに由来する放射性物質の影響により通常の処理ができなくなった剪定枝木や雑草
・落ち葉等の中間処理・最終処分について4,000トン処分委託し環境協力負担金を支払う。 チップ化処理・一時保管量 想定値 4,000当該年度

単位 t
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 公共施設及び街路樹・事業所・一般家庭から排出された刈草等及び剪定枝木をチップ化し一時保管する。保管しきれなくなった 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 0 4,000
チップの焼却、最終処分を行っていく。

   ３年後 同上 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 0 4,000

   最終(概ね５年後) 刈草等の放射能汚染が低くなると考えられることから、剪定枝木等をチップ化し、農家や家庭菜園で利活用できるようにする。 直接 剪定枝木等のチップ化処理・一時保管量 t 0 0
刈草等は、可燃ごみとして焼却する。
マルチング材・土壌改良材及び堆肥等については、ニーズによって大きさを変えて利活用の拡大を図っているが、生ごみ資源化

(7)事業実施上の課題と対応 堆肥との混合による堆肥利用を研究し、さらなる需要先の拡大を図る必要がある。平成２３年３月１１日に発生した東日本大震 代替案検討 ○有 ●無
災後の福島第１原発事故による放射性物質拡散により、チップの安全性を確保できないため、需要先に配布することができない

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 69,726 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 98,561 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 98,561 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 98,561
務委託（東） 務委託（東） 務委託（東） 務委託（東）
剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 27,021 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務
委託 委託 27,021千円を含む 委託　27,021千円を含む 委託　27,021千円を含む
内訳　収集運搬業務委託　51,218千円 内訳　収集運搬業務委託　51,477千円 内訳　収集運搬業務委託　51,477千円 内訳　収集運搬業務委託　51,477千円
　　　破砕処理業務委託　45,529千円 　　　破砕処理業務委託　47,084千円 　　　破砕処理業務委託　47,084千円      破砕処理業務委託　47,084千円

＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東） 298,080 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東） 149,040 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東） 74,520 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東） 74,520
実施内容 ＊ ストックヤード管理委託（東） 972 ＊ ストックヤード管理委託（東） 486 ＊ ストックヤード管理委託（東） 486 ＊ ストックヤード管理委託（東） 486

＊ 環境協力金（東） 8,000 ＊ 環境協力金（東） 4,000 ＊ 環境協力金（東） 2,000 ＊ 環境協力金（東） 2,000
(8)施行事項

費　　用 ＊ ストックヤード整備工事（東） 1,275 ＊ ストックヤード整備工事（東） 1,275 ストックヤード整備工事（東） 0 ストックヤード整備工事（東） 0
＊ 搬出重機リース料（東） 3,888 ＊ 搬出重機リース料（東） 3,888 ＊ 搬出重機リース料（東） 3,888 ＊ 搬出重機リース料（東） 3,888
＊ 嘱託職員報酬１名分（東） 1,801 ＊ 嘱託職員報酬１名分（東） 1,801 ＊ 嘱託職員報酬１名分（東） 1,801 ＊ 嘱託職員報酬１名分（東） 1,801

＊ 嘱託職員社会保険料１名分（東） 276 ＊ 嘱託職員社会保険料１名分（東） 276 ＊ 嘱託職員社会保険料１名分（東） 276
＊ 嘱託職員雇用保険料１名分（東） 48 ＊ 嘱託職員雇用保険料１名分（東） 48 ＊ 嘱託職員雇用保険料１名分（東） 48
＊ 嘱託職員費用弁償１名分（東） 45 ＊ 嘱託職員費用弁償１名分（東） 45 ＊ 嘱託職員費用弁償１名分（東） 45

予算(済)額 合　　計 410,763 合　　計 259,420 合　　計 181,625 合　　計 181,625
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 27,021 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 383,742 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 259,420 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 181,625 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 181,625
換算人数(人) 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,801 1,801 1,801 1,801
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 410,763 259,420 181,625 181,625
(11)単位費用

51.35千円／t 64.86千円／t
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　福島第一原発事故による放射能のため、チップ化された剪定枝木が土壌改良材・自家菜園・園芸・農家用基礎堆肥とし ○①事前確認での想定どおり
て利活用を図ることが出来なくなったため、保管しきれないチップの最終処分が必要。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 該当外 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の皆様に草や落ち葉の分別回収に協力してもらう。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境に影響がないよう分析し基準以内の放射能濃度の枝木を ○①想定どおり
□②生き物と共存している 埋立していく。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(t) 目標値(b)(t) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(t) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 4,000 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 259,420 151,343
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

36.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.54

t 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 304 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 剪定枝木等のチップ化事業（放射能対策） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 259,420 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 公園の樹



却灰を最終処分場に埋立処分することなく、資源としてリサイクルすることで資源
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 循環型社会を実現する。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と しかし、現在は、放射能対策のため埋立処分をしており焼却灰のうち一部のみのリサイクルとしていく。
・焼却施設に保管している主灰と飛灰を委託で中間処理して、路盤材としてリサイクルする。 ・雑草や落葉を可燃ごみから分別回収し、焼却しないことで焼却灰の放射能濃度の低減を図る。
・これまで混合灰として搬出していた焼却灰を飛灰と主灰に分離したため、埋立処分が可能となったのでリ ・焼却灰を飛灰と主灰に分離排出ができる設備を25年度に設置し、飛灰の排出の際には直接運搬車両への積
サイクルに併せて埋立処分を実施していく。 当該年度 込が可能となった。
・放射能対策として、リスク分散のため複数の処分場と契約し処理委託する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・複数の処分場へ処理委託するため複数の所在市に埋立処分量に相当する環境協力負担金を収める。

灰の処分量 想定値 4,100当該年度
単位 ｔ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 可燃ごみ焼却量の削減（３％） 直接 灰の処分量 ｔ 4,500 4,100

   ３年後 同上 直接 同上 ｔ 0 4,100

   最終(概ね５年後) 同上 直接 同上 ｔ 0 3,700

一般廃棄物を自区域外に処分する場合には、中間処理場や埋立処分場のある市町村との協議に基づき合意を得る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

焼却灰の溶融固化処理 13,965 焼却灰の溶融固化処理 18,620 焼却灰の溶融固化処理 18,620 焼却灰の溶融固化処理 18,620
３００ｔ×４３，１００×１．０８ ４００ｔ×４３，１００×１．０８ ３００ｔ×４３，１００×１．０８ ３００ｔ×４３，１００×１．０８
焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 81,000 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 83,700 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 83,700 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 83,700
２，５００ｔ×３０，０００×１．０８ ２，５００ｔ×３１，０００×１．０８ ２，５００ｔ×３１，０００×１．０８ ２，５００ｔ×３１，０００×１．０８
焼却灰処分（主灰、飛灰） 11,664 焼却灰処分（主灰、飛灰） 11,664 焼却灰処分（主灰、飛灰） 11,664 焼却灰処分（主灰、飛灰） 11,664
６００ｔ×１８，０００×１．０８ ６００ｔ×１８，０００×１．０８ ６００ｔ×１８，０００×１．０８ ６００ｔ×１８，０００×１．０８
焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 8,100 焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 8,100 焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 8,100 焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 8,100

実施内容 ５００ｔ×１５，０００×１．０８ ５００ｔ×１５，０００×１．０８ ５００ｔ×１５，０００×１．０８ ５００ｔ×１５，０００×１．０８
焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以下） 1,944 焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 1,944 焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 1,944 焼却灰運搬（１台当り１０ｔ以上） 1,944

(8)施行事項
費　　用 １００ｔ×１８，０００×１．０８ １００ｔ×１８，０００×１．０８ １００ｔ×１８，０００×１．０８ １００ｔ×１８，０００×１．０８

焼却灰運搬処分業務 15,930 焼却灰運搬処分業務 19,116 焼却灰運搬処分業務 19,116 焼却灰運搬処分業務 19,116
５００t×２９，５００×１．０８ ６００t×２９，５００×１．０８ ５００t×２９，５００×１．０８ ５００t×２９，５００×１．０８
環境保全協力負担金（主灰・飛灰） 3,290 環境保全協力負担金（主灰・飛灰） 3,220 環境保全協力負担金（主灰・飛灰） 3,220 環境保全協力負担金（主灰・飛灰） 3,220

＊ 消耗品（キレート剤） 20,898 ＊ 消耗品（キレート剤） 21,141 ＊ 消耗品（キレート剤） 21,141 ＊ 消耗品（キレート剤） 21,141
＊ 飛灰ストック用ラックレンタル料 517

予算(済)額 合　　計 157,308 合　　計 167,505 合　　計 167,505 合　　計 167,505
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 135,893 146,364 146,364 146,364

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 21,415 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 21,141 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 21,141 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 21,141
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 910 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 158,218 168,395 168,395 168,395
(11)単位費用

40.57千円／ｔ 41.07千円／ｔ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

既存の焼却施設から発生する焼却灰は、ダイオキシンを含有しているためそのまま埋立することができない。循環型社会 ○①事前確認での想定どおり
を実現するため、新たな資源化を進めていく。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民のごみ分別により焼却灰の処分が適性に行われる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 焼却灰の資源化が再開できるよう近隣の事業者の調査を行っ ○①想定どおり
□②生き物と共存している ていく。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｔ) 目標値(b)(ｔ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｔ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4,500 4,100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 168,395 △10,177
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△6.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.43

ｔ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 311 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 焼却灰処理事業(放射能対策） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 168,395 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 186,480 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 焼却施設から発生する焼



するため、パトロールの強化や、ゴミゼロ運動等により市民の快適な生活環
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 境を確保する。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
不法投棄パトロール回数を増やし早期発見、早期回収することで不法投棄を未然に防止する。市民、環境 (不法投棄)　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ゴミゼロ運動)
美化推進委員や不法投棄監視委員からの情報及び通報には即応すると共に、投棄現場の地権者には再発防 随時　重点地区パトロール、不法投棄ごみ回収　　４月　自治会、スポーツ少年団に協力要請し参加を募る
止対策等を促し、不法投棄防止についての協力を求めていく。 当該年度 　　　野焼き指導、古利根沼清掃　　　　　　　 　 　　環境美化推進員、不法投棄監視員、協業組合、許
また、産廃については県の管理下にあり、保管場所等で疑わしい場所は大規模な不法投棄に発展しないよう 執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　可業者等に協力要請

(3)事業内容 内　　容 県との連絡を密にし、未然防止を図る。 　６月　県下一斉産廃パトロール　　　　　　　　５月　参加団体へ用具の配布、集積所の地図作成
平成２８年度は不法投棄の多発地帯に人感センサー付監視カメラを設置する。 １２月  手賀沼ふれあい清掃                    ５月２９日（日）　ゴミゼロ運動実施

パトロール及び通報件数 想定値 250当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 不法投棄パトロールを強化し、発生件数や回収量を減らす。 直接 不法投棄回収量 ｔ 12.43 15.2

   ３年後 同上 直接 同上 ｔ 0 15

   最終(概ね５年後) 同上 直接 同上 ｔ 0 14.8

不法投棄は夜間に多発しており、夜間パトロールも必要である。ゴミゼロ運動は収集業務委託により車両、人員の確保が課題
(7)事業実施上の課題と対応 になる。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（看板、他） 288 消耗品（看板、他） 395 消耗品（看板、他） 395 消耗品（看板、他） 395
不法投棄委託料 785 不法投棄委託料 528 不法投棄委託料 528 不法投棄委託料 528
車両維持費 319 車両維持費 333 車両維持費 333 車両維持費 333
臨時職員（賃金） 1,800 臨時職員（賃金） 1,800 臨時職員（賃金） 1,800 臨時職員（賃金） 1,800

＊ ＜★政策費★＞
＊ 不法投棄防止用監視カメラ設置 632

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 3,192 合　　計 3,688 合　　計 3,056 合　　計 3,056
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 33 ％ 210 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,192 3,478 3,056 3,056

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 0.9 0.9 0.9
正職員人件費 9,100 8,010 8,010 8,010

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 318 0 0 0
臨時職員賃金額 0 1,800 1,800 1,800

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 12,292 11,698 11,066 11,066
(11)単位費用

50.38千円／回 46.79千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の快適な生活環境を確保するとともに環境美化の推進を図る。近年、我孫子市においても一般廃棄物（ 廃家電、 ○①事前確認での想定どおり
タンス類等 ）少量の不法投棄が増加の傾向にあります。監視、指導体制を強化することにより、不法投棄の拡大を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 抑制する。ゴミゼロ運動により「緑豊かな美しいまちづくり」と「資源循環型社会の構築」に寄与する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、監視カメラを設置することにより未然防止が図られる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ゴミゼロ運動や通報については、自治会、環境美化推進員、 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 不法投棄監視員等の協力を得て、ボランティアグループに ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り は、ごみ袋の提供、当日出たごみの回収を行なうことで協 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 働で実施する。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 不法投棄の未然防止。また、不法投棄された場合でも早期 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 発見、早期回収をすることにより、環境負荷の軽減につな ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している がる。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｔ) 目標値(b)(ｔ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｔ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12.43 15.2 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,698 594
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

4.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.13

ｔ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 316 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 不法投棄防止対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,698 千円 (うち人件費 8,010 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 不法投棄や野焼きを未然に防止



なごみ処理施設の建設について、既存施設の適正な維持管理を行いながら、我孫子市単独の事業として
施策目的・

(2)目的 機能を高めることを視野に入れ、環境負荷の少ない、効率的で効果的な施設として整備します。 事業目的 環境負荷に配慮した整備を図っていく。
展開方向

新たな廃棄物処理施設の整備に向け、平成26年度から2か年の継続費を設定し、各種計画の策定と調査を実 新たな廃棄物処理施設の整備に当たり、国（環境省）の「循環型社会形成推進交付金」を活用し、廃棄物基
施する。 本問題調査会への諮問、地元との協議・調整を図る。
また、平成２８年度から３０年度の継続事業として、環境影響評価の実施。事業運営方式検討のためのＰＦ 当該年度
Ｉ導入可能性調査や建設用地確保のための既存施設解体を進め、平成３２年度末の完成を目指す。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

各種計画（環境影響評価、旧焼却灰資源化施設解体設計、資源化事業 想定値 60当該年度
用倉庫解体工事、ＰＦＩ導入可能性調査）を平成２８年度にかけて実 単位 ％

活動結果指標 実績値施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 新規焼却施設設置の行程表の作成 直接 達成率 ％ 0 100

   ３年後 新規焼却施設設置の行程表の進捗率 直接 進捗率 ％ 0 30

   最終(概ね５年後) 新規焼却施設設置の行程表の進捗率 直接 達成率 ％ 0 60

既存焼却炉や粗大ごみ施設等、劣化が著しく、想定外の修理・補修が必要になっている。新規施設計画を進めつつ、既存施設が
(7)事業実施上の課題と対応 １０年程度持ちこたえるような大規模な修繕が必要と考える。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 計画策定業務（Ｈ２６～） 799 ＊ 環境影響評価（～Ｈ３０） 56,160 ＊ 環境影響評価（～Ｈ３０） 56,160 ＊ 環境影響評価（～Ｈ３０） 56,160
＊ 　循環型社会形成推進地域計画 ＊ ＰＦＩ導入可能性調査 7,387 ＊ 測量、地質調査 15,000 ＊ 発注仕様書作成業務 10,000
＊ 　廃棄物処理施設基本計画策定業務 ＊ 旧焼却灰資源化施設（旧溶融炉）解体 ＊ 旧焼却灰資源化施設（旧溶融炉）解体
＊ 　廃棄物処理方式の検討 ＊ 工事実施設計：補助対象外 7,667 ＊ 工事：補助対象外 100,000
＊ 　一般廃棄物対策基本計画の中間見直し ＊ 資源化事業用倉庫（旧除染土壌一時保 ＊ ＰＦＩアドバイザリー又は基本設計等 20,000
＊ 計画策定に付随する業務 ＊ 管施設）解体工事：補助対象外 5,000 ＊ 旧焼却灰資源化施設（旧溶融炉）解体
＊ 　廃棄物処理方式選定委員報償費 400 ＊ 周辺農地のダイオキシン類調査 610 ＊ 工事監理：補助対象外 5,230

実施内容 ＊ 　筆耕翻訳料 153 ＊ 筆耕翻訳料：補助対象外 286
＊ 　先進地視察旅費 82

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 1,434 合　　計 77,110 合　　計 196,390 合　　計 66,160
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 33 ％ 21,385 補助率 33 ％ 30,386 補助率 33 ％ 22,053
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,434 55,725 166,004 44,107

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,550 4,450 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 5,984 81,560 200,840 70,610
(11)単位費用

99.73千円／％ 1,359.33千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

既存焼却施設の精密機能検査の結果、維持管理（定期補修・修繕）を適正に行えば耐用年数以降も運転可能なことから、 ○①事前確認での想定どおり
既存施設の維持管理を行ないながら、新規焼却施設等の建設に向けて各種計画策定を進めていかなければならない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民を含む廃棄物基本問題調査会に事業計画を諮問する。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境負荷低減、ＣＯ２削減に寄与する。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 81,560 △75,576
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△1,262.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.12

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 319 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 新規焼却施設の整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 81,560 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 86,238 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12103 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

新たな廃棄物処理施設（焼却施設と破砕処理施設）を、循環型社会形成推進基本法に基づき、災害対応拠点 新た



処理施設（資源価値向上施設を含む）の定期補修を計画的に行なうこと
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 により、廃棄物の適正処理を行なう。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・焼却施設、粗大ごみ処理施設（資源価値向上施設を含む）、終末処理施設を施設整備基本方針に基づき、 ・維持補修工事（焼却施設　粗大ごみ処理施設　終末処理施設）計画に基づき補修を実施
廃棄物の処理に支障をきたすことがないように、維持管理を行う。 ・運転維持管理業務委託（焼却施設　粗大ごみ処理施設　終末処理施設）
・また、施設運転維持管理については業務委託で実施している。 当該年度 ・平成２８年度は焼却炉の老朽箇所の修繕と終末処理場の管理棟屋上防水工事の実施。
・平成２８年度に１・２号炉投入ホッパ水冷ジャケット取替え修繕を補正予算で実施予定。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　（1号炉は2,680千円、2号炉23,760千円）
　また、１号炉火格子下コンベヤー取替修繕も補正予算で実施予定。41,580千円

施設の維持点検回数 想定値 690当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 事故、故障をなくして、円滑な施設の維持管理を行なう。 間接 円滑な施設運転稼動率 % 100 100

   ３年後 同上 間接 同上 % 0 100

   最終(概ね５年後) 同上 間接 同上 & 0 100

毎年、予算が削減されており、施設の維持管理に支障をきたす恐れがある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

維持補修工事 179,456 維持補修工事 198,616 維持補修工事 198,616 維持補修工事 198,616
・焼却施設(111,869)　・粗大ごみ ・焼却施設(129,000)　・粗大ごみ ・焼却施設(129,000)　・粗大ごみ ・焼却施設(129,000)　・粗大ごみ
(34,063)　・終末,久寺家(33,524) (35,249)　・終末,久寺家(34,367) (35,249)　・終末,久寺家(34,367) (35,249)　・終末,久寺家(34,367)
運転維持管理業務委託 180,241 運転維持管理業務委託 181,241 運転維持管理業務委託 178,973 178,973
・焼却施設(114,044)・粗大ごみ ・焼却施設(115,820)・粗大ごみ ・焼却施設(115,820)・粗大ごみ ・焼却施設(115,820)・粗大ごみ
(36,095)・終末,久寺家(30,102) (34,465)・終末,久寺家(30,956) (34,465)・終末,久寺家(28,688) (34,465)・終末,久寺家(28,688)
光熱水費（電気･水道） 82,810 光熱水費（電気･水道） 75,127 光熱水費（電気･水道） 75,127 75,127

実施内容 ・焼却施設(66,229）・粗大ごみ ・焼却施設(57,998）・粗大ごみ ・焼却施設(57,998）・粗大ごみ ・焼却施設(57,998）・粗大ごみ
(6,367)・終末処理,久寺家(10,214) (6,915)・終末処理,久寺家(10,214) (6,915)・終末処理,久寺家(10,214) (6,915)・終末処理,久寺家(10,214)

(8)施行事項
費　　用 消耗品費 27,283 消耗品費 27,283 消耗品費 27,283 27,283

・焼却施設(18,319)　・粗大ごみ ・焼却施設(18,319)　・粗大ごみ ・焼却施設(18,319)　・粗大ごみ ・焼却施設(18,319)　・粗大ごみ
(549)　・終末処理,久寺家(8,415) (549)　・終末処理,久寺家(8,415) (549)　・終末処理,久寺家(8,415) (549)　・終末処理,久寺家(8,415)
嘱託職員賃金 1,620 嘱託職員賃金 1,620 嘱託職員賃金 1,620 嘱託職員賃金 1,620

＊ 放射能対策費・運転維持管理(4,689) 4,689 ＊ 放射能対策費 運転維持管理(4,689) 4,689 ＊ 放射能対策費 運転維持管理(4,689) 4,689 ＊ 放射能対策費 運転維持管理(4,689) 4,689
＊ 粗大ごみ ｺﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾌｨｰﾀﾞｰ整備修繕 32,454 ＊ 終末処理場管理棟屋上防水工事 4,211 ＊ 終末処理場機械棟防水工事 5,000 ＊ 終末処理場脱水機室塗装工事 5,000
＊ ★6月補正★ 煙突修繕45,900設計497 46,397  (設計495、工事費3,716）

★予備費★ 誘引9,990 9,990
★9月補正★ 金属類選別機修繕 4,463

予算(済)額 合　　計 569,403 合　　計 492,787 合　　計 491,308 合　　計 491,308
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 564,714 488,098 486,619 486,619

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 4,689 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 4,689 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 4,689 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 4,689
換算人数(人) 2.21 2.21 2.21 2.21
正職員人件費 20,111 19,669 19,669 19,669

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,620 1,620 1,620 1,620
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 589,514 512,456 510,977 510,977
(11)単位費用

854.37千円／回 742.69千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

廃棄物の処理に支障をきたさないため、各施設の機器を維持管理することは、不可欠である。新規焼却施設の稼動年度ま ○①事前確認での想定どおり
で維持管理を行なう。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 高濃度の放射能の焼却灰等を扱う場所において、焼却炉運転作業員の安全確保のため保護具の使用が必要である。この消 ○要
   背景は？(事業の必要性) 耗品や積算線量計の使用等を運転維持管理に追加している。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市の単独事業

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 512,456 77,058
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

13.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 320 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 施設の運転維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 512,456 千円 (うち人件費 19,669 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 焼却施設、し尿処理施設、粗大ごみ



みや焼却灰の放射線対策を行い適正な作業や処理を行う。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
・回収したごみに含まれている放射線量の測定分析を行い、焼却灰の放射線を高濃度にすると考えられる枝 焼却主灰、焼却飛灰、不燃物、枝木チップ、排ガス等の放射能測定を毎月実施
木や刈草等の放射線量を把握し焼却量を調整することで、埋立等の基準値である８０００ベクレル／㎏を下
回る焼却灰を処理する。 当該年度
・保管中のチップ等の放射能濃度を測定し、濃度の低いものについて焼却処理し埋立処分も実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

焼却灰などの放射能測定回数 想定値 84当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 適正なごみ及び焼却灰の処理 間接 焼却灰等の測定回数 回 0 84

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

現状では、何によって焼却灰の放射能が上昇しているのか特定が出来ないため、多種のごみについて放射能を測定し、また、排
(7)事業実施上の課題と対応 出する焼却灰等の測定が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 2,385 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 2,385 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 2,385 震災廃棄物放射線量測定分析業務 2,385
・放射線量測定（主灰・飛灰２・不燃物 ・放射線量測定（主灰・飛灰２・不燃物 ・放射線量測定（主灰・飛灰２・不燃 ・放射線量測定（主灰・飛灰２・不燃
・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体）
・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 2,385 合　　計 2,385 合　　計 2,385 合　　計 2,385
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 2,385 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 2,385 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 2,385 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 2,385
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 910 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 3,295 3,275 3,275 3,275
(11)単位費用

39.23千円／回 38.99千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原発事故に伴い放出された放射性物質により我孫子市内の家庭系廃棄物からも放射性物資が確認され、ごみ焼却 ○①事前確認での想定どおり
後の焼却灰に濃縮されている。各種のごみの放射線量を把握し、焼却灰の放射能が基準値を下回るよう維持し、安定した ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 焼却灰の処理を行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 確実に自治体が検査を行い焼却灰などの処分が適正に行われ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り るようしていくことが、市内のごみの処分を滞ることなく処 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 分出来る。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
確実に自治体が検査を行い焼却灰などの処分が適正に行われるようしていくことが、市内のごみの処分を滞ることなく処
分出来る。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に負荷を与えないようごみ処理方法を選択し適正処 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 理を行う。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 84 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,275 20
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.56

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1938 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 震災廃棄物の放射線測定事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,275 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原発事故の影響による、搬入ご



円滑な処理を確保するため、過酷な環境下で使用する特殊用途車両を計画的に更新します。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
初度登録日から13年を経過し、老朽化が進んでいる車両から優先して更新しますが、平成28年度2㌧塵芥車 クリーンセンター特殊用途車両更新計画に基づき、2㌧塵芥車、ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰの車両の更新は、リース契約で対
（不法投棄回収用）、ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ（焼却灰運搬用）はリース契約による利用を図ります。 応。
平成29年度3㌧塵芥車（粗大ごみ処理施設の可燃ごみ運搬用） 当該年度
平成30年度4㌧ﾀﾞﾝﾌﾟ（脱水ｹｰｷ運搬用） 執行計画

(3)事業内容 内　　容

車両リース費用 想定値 2当該年度
単位 台

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 事故、故障を未然に防ぎ、円滑な車両の維持管理をおこなう。 間接 円滑な車両稼働率 ％ 0 100

   ３年後 同上 間接 同上 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 同上 － 同上 0 0

車輛更新が滞ることによって、車両の老朽化や故障を起因とする廃棄物の円滑な運搬などに支障を期たす恐れがある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 〈★政策費★〉 ＊ 〈★政策費★〉 ＊ 〈★政策費★〉
＊ 2㌧塵芥車（野田さ346の更新） ＊ 3㌧塵芥車（野田さ1677の更新） 8,800 ＊ 4㌧ﾀﾞﾝﾌﾟ(野田100さ23の更新） 5,000
＊ 車両リース 606 ＊ 1.8㌧糞尿車(野田800さ630の更新） 4,500
＊ ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ(WA80の更新）
＊ 車両リース 2,034

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 2,640 合　　計 8,800 合　　計 9,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 2,640 8,800 9,500

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 2,640 8,800 9,500
(11)単位費用

0千円／＊＊ 1,320千円／台
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

廃棄物処理において、廃棄物の運搬で使用する塵芥車やホイールローダーなどの特殊用途車両は不可欠なものである。 ○①事前確認での想定どおり
小型貨物やトラックなどの一般車両と異なり、特殊用途車両は、更新に多額の費用を要することから、計画的に更新をす ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ るが、今年度はリース契約とする。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
車両の更新事業のため、協働は考慮していない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境に対する規制・認定、基準達成、指定制度に適合した車 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 両の購入（排出ガス規制・認定、燃費基準、九都県市低公害 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 車指定制度）

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,640 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 3.79

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2180 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 特殊用途車両更新事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成３０年度 ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,640 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 27,755 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 廃棄物の


